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チャプター I 導入部 

1.1 背景 

プラスチックを含む海洋ごみ対策への国際的な関心が高まっており、プラスチック汚染

を終わらせるための法的拘束力のある国際文書（条約）の締結に向けた議論が、政府間交

渉委員会（the Intergovernmental Negotiating Committee, INC）で進められている。このよう

な状況下、対策立案・評価の基礎となる科学的知見を発展させる手段として海洋ごみのモ

ニタリングの必要性が強調されており、広域での継続的かつ効率的なモニタリングを可能

とする手法の確立が不可欠である。 
そこで、海洋ごみモニタリングの網羅性と効率性を更に向上させるため、リモートセン

シング技術を用いた海洋ごみモニタリング・分析手法に関する国際的なガイドラインを新

たに策定した。このような技術は近年研究が進み、関連する知見と経験が蓄積されつつあ

る（表 1 参照）。 
 

表 1 リモートセンシング技術を用いた海洋ごみのモニタリング技術に関する 
主な研究の数 

 
備考： 

上記の数字は、Kako et al (2024)で参考文献として取り上げている論文の数である。この数字はレビューペーパーが公表

された後に変わる可能性がある。 
*1 本ガイドラインにおける「海岸」とは、砂や小石で覆われた部分だけでなく、砂丘や、マングローブなどの植生も

含む。括弧内の数値は、測定地域における砂丘を対象とした文献の数である。 

*2 現在の技術の水準では、リモートセンシング技術による海底や河底のごみの測定は限定的であると困難と考えられ

る。 

 
1.2 ガイドラインの構成 

本ガイドラインは、本編、附属書、別添の 3 つの部分からなる。本編には複数のリモー

トセンシング技術にまたがる海洋ごみ測定手法に関する事項を記載している。附属書には

各リモートセンシング技術に関する詳細な手法、別添には、附属書の手法の実用性を確認

するために行った実証実験の結果を示している。 

固定カメラ ドローン 気球 航空機 衛星 船舶 その他

RGB RGB RGB

マルチスペ
クトル/ハ
イパースペ
クトル,
LIDAR

マルチスペ
クトル/ハ
イパースペ

クトル

RGB,
LIDAR

2 13 (6) 2 1 5 (2) 5 (1) 5 (3) 9 (2)

1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 4 1 3 4

2 2

河岸/湖岸

河川表層

河川水柱

河底
*2

陸域

海岸
*1

海面

海水柱

海底
*2

河口

測定場所

データ取得方法（リモートセンシング技術） 画像解析

プラットフォーム

手動
（目視）

自動

矩形による
物体検出

セマン
ティックセ
グメンテー

ション

その他

センサー
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1.3 用語とその定義 

本ガイドラインにおける用語を、以下のように定義する。 
 
(i) リモートセンシング技術 

リモートセンシング技術は、直接物理的な接触なしに対象物に関する情報を収集し、

処理するために使用される技術である（ASPRS 2024）。本ガイドラインでは、以下の

プラットフォームを用いたリモートセンシング技術を対象とする。対象は今後変更す

る可能性がある。 
 
- 固定カメラ（海岸線に足場を組んで設置したり、橋梁に固定したりする等、環境中に

カメラを設置し、 その場所で時系列に画像データを取得するもの） 
- ドローン（UAV） 
- 航空機 
- 衛星 
- 船舶 
 

参考までに表 2-1～表 2-5 に各プラットフォームの調査（モニタリング）事例を示す。  
 
(ii) 画像処理・解析 

リモートセンシング技術で得られたデータを画像処理し、画像解析によりごみの種類

や量を自動検出する。本ガイドラインにおける関連用語の定義は以下のとおりであ

る。 
 
- 画像処理 

リモートセンシング技術により撮影された画像を、ごみを検出できる形に加工するこ

と。色調補正、ノイズ除去、オルソ補正、他の画像との合成処理（オルソモザイクな

ど）が含まれる。 
 
- オルソ画像 

リモートセンシング技術で撮影された空撮画像を、撮影位置、レンズの歪み、撮影方

向などを補正し、地上座標と一致させた画像のこと。補正されていない航空画像とは

異なり、地表までの距離を正確に表現することができる。 
 

- オルソモザイク 
重なり合った複数のオルソ画像を、色を調整した上で、統合して一枚のオルソ画像を

作成すること。 
 
- 画像解析 

画像処理された画像から、ごみの種類や量、個数などの情報を抽出すること。近年、

機械学習やディープラーニングを用いたプラスチックごみ定量化のための画像処理技

術が登場している。これらの手法においては、大規模なデータセットを利用して画像

の色や形などの複雑な特徴を検出できるモデルが開発され、より柔軟なごみの検出が

可能となっている（Kako et al. 2024）。このような画像解析手法には、「矩形による

物体検出」や「セマンティックセグメンテーション」などがある（図 1 に概要を記載

した）。また「画像解析」という言葉には、画像から手作業でごみを検出することも

含まれる。 
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(iii) 調査とモニタリング 
本ガイドラインでは、「調査」とはピンポイントでのある特定の時点における環境状

態を把握するための測定と定義している。一方、「モニタリング」とは、環境または

その挙動の特性を繰り返し測定し、そこから空間的または時間的な傾向を検出するこ

とと定義している（GESAMP 2019）。 
 
(iv) ごみ  

本ガイドラインのモニタリング対象は、環境中のごみ（海洋ごみを含む）とする。 
 
- 環境中のごみ 

本ガイドラインのモニタリング対象は環境中のごみである管理が不適切な廃棄物（例

えば、管理されていないごみ捨て場でのごみの野焼きや投棄）、環境中で分解してマ

イクロプラスチックになる可能性のあるマクロのプラスチックごみ、その他の人間や

生物・非生物環境に悪影響を及ぼす可能性のある物体の流出や蓄積が含まれる。 
 
- 海洋ごみ 

環境中のごみのうち、外洋、沿岸、内陸の水域に直接または間接的に廃棄、処分、放

棄された難分解性の製造、加工された固形物のことをいう（UNEP 1995）。 
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表 2-1 調査事例：固定カメラ 

事例 鹿児島大学 ”街・海・宇宙からみるプラスチックごみ監視システム研

究講座”ウェブサイト https://www.oce.kagoshima-
u.ac.jp/~kako/mpl/analysis/test/ （参照 2024-6-30） 

調査の目的と

概要 
海岸ごみの時系列の画像を固定カメラで撮影し、その画像をセマンテ

ィックセグメンテーションによって処理している。時系列のごみ情報

が得られるため、ごみの経年変化の把握や清掃活動の実施時期の判断

に活用できる。 

場所と調査時

期（期間、頻

度） 

日本国内の海岸 
2022 年 1 月 26 日～ 
画像は毎日午前 6 時～午後 7 時の時間帯で、1 時間ごとに撮影される。 

範囲 約 100 m2 

カメラ HykeCame LT4G （RBG カメラ） 

GSD (Ground 
sample 
distance, 地上

解像度) 

> 1 mm  
  

得られるごみ

の情報 
ごみの個数、被覆面積、種類 

画像 
 

固定カメラ 

(a) 固定カメラで撮影された画像  
(b) (a)のセマンティックセグメンテーション解析画像 

(a) (b) 

海岸漂着ごみ量の時系列 
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表 2-2 調査事例：ドローン 

事例 ドローンを用いた海岸漂着ごみ調査の実証試験（実施者：鹿児島大学 
加古教授、日本エヌ・ユー・エス株式会社、株式会社ふたば） 
（詳細は別添 1 を参照） 

調査の目的と

概要 
本ガイドラインの実用性を確認するため、実証試験を行った（詳細は

別添 1 参照）。 
流木を含む海岸漂着ごみをドローンで撮影し、その画像データを合成

処理した。加古教授らが開発した AI を用いて海岸漂着ごみを自動検出

し、個数、面積、体積を推定した。 

場所と調査時

期（期間、頻

度） 

日本国内の海岸 
A：愛媛県伊予市森海岸：2023 年 7 月 24 日午前 8 時（干潮） 
B：愛媛県宇和島市平井海岸：2023 年 7 月 27 日午前 9 時（干潮） 

範囲 画像撮影範囲：A：5,180 m2    B：706 m2   
調査範囲：A：50 x 17.1 m B：20 x 4.3 m （汀線水平方向 x 汀線垂直

方向） 

カメラ DJI Zenmuse P1（RBG カメラ） 

GSD 5 mm/pix 

得られるごみ

の情報 
ごみの個数、被覆面積、体積  

画像 

 
  

海岸漂着ごみの検出結果 

ドローン 

体積推定のイメージ 

ドローンの飛行 ドローン撮影画像 
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表 2-3 調査事例：航空機 

事例 Kataoka et al. (2018) 

調査の目的と

概要 
航空機から斜め方向に撮影した画像について位置情報補正のための画

像処理を行い、その後、背景となる砂浜との色の違いから、海岸漂着

ごみのピクセルを抽出した。海岸漂着ごみごみの多さは、ごみで覆わ

れた面積と海岸の面積の比率（カバー率）で評価できる。推定された

海岸漂着ごみの被覆率のデータは、広い範囲にわたって、海洋ごみの

対策を優先的に進める場所を決定するのに有効な情報となる。 

場所と調査時

期（期間、頻

度） 

カナダの海岸 
- バンクーバー島西海岸： 2014 年 10 月 7 日、12 月 3 日 
- セントラルコースト、ハイダグワイ： 2015 年 1 月 30 日、3 月 2 日 

範囲 海岸線 1,500 km 以上 

カメラ Nikon D750（RGB カメラ） 

GSD 0.1 x 0.1 m 

得られるごみ

の情報 
ごみの被覆面積 

画像 
 

航空機での撮影画像 
Acknowledgement: 
Lightspeed Digital for 
Government of 
Japan/North Pacific 
Marine Science 
Organization (PICES 
2015) 

画像処理 
Cheewat Beach: (a), (b), (c) 
Clo-oose Beach: (d), (e), (f) 
(a), (d)：元の航空画像（白い矢は本調査

で射影変換のために設定した5つの標準

点） 
(b), (e)：それぞれ(a)と(d)の射影変換の

処理をした画像 
(c), (f)：画像解析で検出した海洋ごみを

白いピクセルで表したもの 
(Kataoka et al. 2018 Fig. 2.) 
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表 2-4 調査事例：衛星 

事例 Themistocleous et al. (2020) 

調査の目的と

概要 
Sentinel-2（衛星）のデータを用いたリモートセンシング技術により、海

面上のプラスチック対象物を検出できるかどうかを調べるためのパイロ

ットスタディである。表面の大きさが 3 m x 10 m のペットボトルからな

るターゲットを作成し、海面に設置している（以下、Themistocleous et 
al. 2020 Figure 3）。Sentinel-2 より得られたプラスチックごみと海水のス

ペクトルの特定の波長を用いて、プラスチックを効果的に識別するため

の方程式「Plastic Index」を確立した。  

場所と調査時

期（期間、頻

度） 

キプロスの海面 
2018 年 12 月 15 日 

範囲 - 

カメラ SVC HR-1024 spectroradiometer（マルチスペクトルカメラ）  

GSD Sentinel-2 の解像度は 10 x10 m2だが、本調査では Plastic Index を設定す

ることにより、より小さい 3x 10 m のペットボトルからなるターゲット

を検出している。 

得られるごみ

の情報 
ごみの種類（プラスチック） 

画像  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  

3 x 10 m のプラスチックごみのターゲット 
(Themistocleous et al. 2020 Figure 3)  

Sentinel-2 のデータから Plastic index により特定されたターゲ

ットのイメージ (Themistocleous et al. 2020 Figure 11)  
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表 2-5 調査事例：船舶 

事例 Papachristopoulou et al. (2020) 

調査の目的と

概要 
合計 62 の海岸について、船舶の上からの写真撮影を行い、その画像を

継ぎ目のないパノラマ画像に統合した。うち 4 つの海岸では手動での海

岸漂着ごみ回収による調査を行い、船舶による調査のデータの較正と検

証を行った。 

場所と調査時

期（期間、頻

度） 

ギリシャの海岸 
船舶による撮影の作業時間：20 時間（手動での回収調査も含めた研究

全体の期間は 2017 年 8 月～2018 年 8 月） 

範囲 海岸延長 約 8.5 マイル （約 15.7 km）  

カメラ Nikon D80（RGB カメラ） 

GSD - 

得られるごみ

の情報 
ごみの種類、個数 

画像   

画像処理した写真 
 (Papachristopoulou et al. 2020 Fig. 2.) 
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図 1 画像解析の説明 

 
1.4 ガイドラインの目的 

本ガイドラインの目的は、広範囲にわたって継続的かつ効率的なモニタリングを可能に

するリモートセンシング技術を用いた調和されたモニタリング手法を開発し、その包括的

な利用を推進するとともに、国際的な海洋ごみの実態把握に貢献することである。 
 
1.5 ガイドラインの範囲 

1.5.1 モニタリングの場所、データ取得、画像解析方法 

ガイドラインで取り扱う範囲は図 2、表 3 のとおりである。本ガイドラインは、利用可

能な最良の科学的知見に基づいて、今後範囲の拡大及び更新をする予定である。本ガイド

ラインは、主に学術機関・研究機関、民間産業・NGO、政策立案者、市民科学者が活用す

ることを目的としている。 
本ガイドラインで取り扱う海域は、The International Ocean Colour Coordinating Group 

（IOCCG）など他団体の海洋ごみモニタリングに関する既存の取組との重複を避けるた

め、主に沿岸域を対象としている。 
  

 
  



 

10 

 
図 2 モニタリングの場所とリモートセンシング技術 

 
 

表 3 本ガイドラインで扱うモニタリング手法、データ取得方法、画像解析手法の範囲 

固定カメラ ドローン 航空機 衛星 船舶 その他

RGB RGB

マルチスペク

トル/ハイパー

スペクトル,
LIDAR

マルチスペク

トル/ハイパー

スペクトル

RGB, LIDAR

ガイドラインVersion 1.0に追加

検討中

他の機関により議論中 (例：IOCCG Task Force on Remote Sensing of Marine Litter)

測定場所

データ取得方法 画像解析

リモートセンシング技術

手動
（目視）

自動

プラットフォーム

矩形による
物体検出

セマン
ティックセ
グメンテー
ション

その他

センサー

海底

河口

河岸/湖岸

河川表層

河川水柱

河底

陸域

海岸
（砂丘）

海面

海水柱
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1.5.2 ガイドラインの利用者 

現時点で本ガイドラインにおける各技術の記載内容を主に参考にすると想定される機関

を以下の表（表 4-1, 4-2）に整理した。これらの表は、各機関が実施しているリモートセン

シング技術を用いたごみに関する調査・研究の実績をもとに作成した。 
 

表 4-1 ガイドラインの主な利用者として想定される機関 

 
■主に記載内容を参考にすると想定される主体 
■記載内容を一定程度参考にすると想定される主体 
 
備考： 
利用者の技術・予算や使用目的によってはより広い主体による活用が想定される場合もある。 
*1 手動：画像からの手動による海洋ごみの抽出・判別であれば広いユーザーにより実施可能である。ただし、単位面

積あたり当たりの海洋ごみの量を定量的に把握するには測量技術が求められ、学術機関や専門の企業の協力が一般

的に必要であると考えられる。 

*2 自動：ユーザーインターフェース（UI）が整備され、閾値や画像の簡単な調整で利用可能なアプリケーションがあ

る場合は、広いユーザーによる活用が可能である。しかしながら、UI が整備されていない、または、既存のアプリ

ケーションが対応しておらずプログラミングや機械学習モデルの学習等を行う場合は専門知識が求められ、学術機

関や専門の企業の協力が一般的に必要であると考えられる。 

  

画像解析リモートセンシング技術
機関

自動*2手動*1船舶衛星航空機ドローン固定カメラ

学術機関及び研究機関

民間産業及びNGO

政策立案者（地方公共団体を
含む）

市民科学者
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表 4-2 表 4-1 における機関を主なガイドラインの対象と想定する理由 
リ モ ー

ト セ ン

シ ン グ

技術 

費用 
（画像解析にかか

る 費 用 は 含 ま な

い） 

専門技術 遵守要件 
（許認可手続きの

困難さや、実施時

の注意事項） 

アクセシビリティ 
（事例の多寡や、プラットフォ

ームやサービスの入手が容易か

どうか） 

固 定 カ

メラ 
直営で導入・運用

する場合の費用は

比 較 的 安 価 で あ

る。*1 

カメラの設置時の設定やメンテ

ナンスに技術が必要である。 
カメラの設置に許

認可が必要な場合

がある。 

市販品を活用できる。 

ド ロ ー

ン 
直営で導入・運用

する場合の費用は

比 較 的 高 価 で あ

る。*2 

専用のアプリケーション等を用

いることで簡単に自律飛行を行

うことができるため、広いユー

ザーにより活用可能であると考

えられる。一方、RTK（Real-
time kinematic）*5 搭載機器でな

い場合は、測量技術を用いた位

置情報補正の処理が必要であ

る。 

飛行に許認可が必

要である場合が多

い。 

市販品を活用できる。 

航空機 調査1回当たりの委

託費用が高価であ

る。*3  

操縦に特殊な技術や免許を要す

る（航空機の操縦は一般的に委

託する）。 

 

操縦に許認可が必

要である（航空機

の操縦は一般的に

委託する）。 

海洋ごみに関する事例は限られ

ているものの、航空測量など、

航空機に固定されたカメラで直

下を撮影する技術は広く活用さ

れている。 

衛星 最小単位で数百ド

ル（数万円）や無

料で活用できるデ

ータソースが存在

する（測定範囲や

解像度等により異

なる）。 

ごみの挙動や分布の把握に関し

ては、専門的な知識や技術がな

いユーザーにより活用可能であ

ると考えられる。一方で、ごみ

の分類に関しては、測定可能性

について主に学術機関や企業に

よって研究が進められている。 

データを利用する

観点からは許認可

等は不要である。 

 

インターネットにより容易にア

クセス可能なソースも存在す

る。  

船舶 船舶をチャーター

（傭船）する場合

は、船舶の種類に

より異なるが比較

的安価である。*4 

船を動かしながら船上で撮影す

る方法や、撮影条件の設定に技

術が必要である（船舶の操縦は

委託する場合が多いと考えられ

る）。 

 

場所や船舶の大き

さにより許認可が

必要な場合がある

（船舶の操縦は委

託する場合が多い

と考えられる）。 
 

研究事例が現時点で非常に限ら

れており手法が普及していない

ため、主に学術機関による活用

が考えられる。ただし、例え

ば、マングローブ林等の上空か

らの撮影が困難であり、また陸

域での手動調査も困難と考えら

れる環境では有効であると考え

られる。 

備考： 
これらの基準はあくまで目安であり、方法、国や地域、調査場所の環境等によって異なる場合がある。 
なお、プラットフォームの操縦・操作については、ユーザーの技術や予算によって委託する場合がある。 
*1 日本における一般的な事例では、導入費用は 30-40 万円程度、運用費用は 5-10 万円/年程度である。 

*2 日本における一般的な事例では、導入費用は 200 万円程度、運用費用は 20-30 万円/年程度である。 

*3 日本における一般的な事例では、1 回の飛行当たりの委託費用は 200-300 万円程度である。 

*4 日本における一般的な事例では、1 回当たりの船舶のチャーター費用は 1-5 万円程度、カメラの購入費用は 20-30 万

円程度である。 

*5 RTK は GPS 測定（より一般的には GNSS（全球測位衛星技術）測定）に基づく位置測定手法であり、センチメート

ルのレベルの精度でリアルタイムに位置情報を測定可能である（引用：IAG (International Association of Geodesy) ウ

ェブサイト）。  
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チャプターII モニタリングの目的と調査手法の選定 

2.1 モニタリングの目的と目標 

モニタリングの主目的は、政策関連の課題に活用することである。政策関連の課題に

は、政策立案（例：発生源の特定、総量把握）や施策（例：使い捨てプラスチック製品の

市場流通禁止、拡大生産者責任等）、普及啓発（例：環境教育）、海岸清掃活動、及びこ

れら対策の効果検証を含む。環境中のごみのモニタリングの具体的な目標は、以下のよう

に考えられる。 
- 環境中のごみの量の把握 
- 環境中のごみの種類の把握 
- 環境中のごみの挙動（輸送、集積）の把握 
- 環境中のごみの集積場所の特定 
 
2.2 モニタリング手法の選定方法 

図 3-1、3-2 は、それぞれの調査目的に応じて適切なプラットフォームを選択する考え方

を示している。一般的に、調査範囲と得られる画像の解像度は相反の関係にある。そのた

め、調査目的に応じた適切なリモートセンシング技術を選択する必要がある。リモートセ

ンシング技術は検出能力に限界があるため、ごみの発生源の特定や詳細な組成調査には手

動での調査が推奨される。ただし、調査手法のデザインや調査結果の組み合わせによって

は、リモートセンシング技術により得られたデータをより広い目的に活用できる可能性が

ある。  

 
図 3-1 各プラットフォームにおける調査目的と調査範囲、画像解像度の目安 

備考： 

本図での解像度とエリアの範囲は、各プラットフォームを用いる調査・研究において典型的な値をオーダー単位で記載

している。 

* 衛星は、特定の河川や海岸といった狭い範囲から、全球単位といった広い範囲まで活用され得ると考えられる。 

 
 

データ取得方法調査の目的

標準プロト
コル/ 手動

調査

詳細なごみの
分析

簡易的なごみ
の分析

固定カメラ/ 
ドローン

航空機

ごみの定量

衛星

ごみの集積場
所の特定

広範囲のごみ
のマッピング

リモートセンシング

観測範囲
（最大の測定範囲の目安）

画像の解像度
（地上解像度、GSD）

高

低

小

大

衛星
1-100 m

航空機
10-100 cm

固定カメラ
0.1-1 cm

固定カメラ
100 m2

ドローン
1 cm

ドローン
10,000 m2

衛星*

航空機
10 km2
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図 3-2 各プラットフォームの一般的な画像例 

図 3-1 に記載の目的に加えて、固定カメラや衛星は高頻度で測定が可能なため、環境中

のごみの挙動（輸送、集積のシステム）の把握に適していると考えられる。各プラットフ

ォームの適切な測定の間隔は、Kako et al. (2024)を参照。 
また、マルチスペクトルセンサーやハイパースペクトルセンサーを使用したごみの判別

は現在研究段階だが、将来的には波長の特性からプラスチックごみ等の分類が、プラット

フォームの解像度によらずできるようになる可能性がある。 
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2.3 政策課題に対処するためのモニタリング手法の例 

 
表 5 政策課題の例 

何を知りたいか
* 

なぜ知りたいか 政策課題に

対処するた

めの方法 

政策課題にどのように対処す

るか 

国が管轄する海

域における海洋

ごみの量 

ごみの削減対策の進捗

管理や影響の把握 
- - 

海洋ごみの種類

と発生源 
海洋プラスチック汚染

に対する効果的かつ効

率的な発生抑制対策を

検討するため。 

- - 

発生抑制対策の

効果 
固定カメラ 
@河川 

陸域からのごみの河川への流

出量の増減の傾向を把握す

る。 
ごみの集積の特

定 
プラスチック汚染の現

状把握、対策の優先順

位付け、効率的な対策

を推進（清掃活動の効

率化を含む）するた

め。 

ドローン 
@海岸 

都道府県単位で主要な海岸に

おける海洋プラスチックの分

布を把握し、清掃活動の優先

順位を明確にする。 
航空機 
@海岸 

都道府県単位で全海岸線の海

洋プラスチックの分布を把握

し、清掃活動の優先順位を明

確にする。 
固定カメラ 
@海岸 

特定の海岸におけるごみの増

減の傾向を詳細に把握し、限

られた清掃回数の中で、回収

の効率化を図る。 
* 表の最左列の政策課題の項目は GESAMP (2019)を参照した。 
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チャプター Ⅲ モニタリング手法 

3.1 現在のモニタリング手法の技術的成熟度 

本ガイドラインでは多くの主体に対し、最新の知見から、より高解像度の時空間情報の

把握を可能とするモニタリング手法について情報提供し、環境中のごみの更なる実態把握

に資することを目的としている。そのため、既存のリモートセンシング技術によるモニタ

リング手法の技術的な成熟度、実用性が高いものから段階的に、本ガイドラインの附属書

でその具体的な手法を解説する。 
成熟度の評価に当たっては、近年海洋ごみ関連の研究でも導入が検討され始めている

TRL（Technological Readiness Level, 技術成熟度）*という手法を活用する （Bellou et al. 
2021）TRL は 9 つのレベルに分類され、TRL 1 が最も低く、TRL 9 が最も高い。本ガイド

ラインでは、図 4 の定義に従って、Kako et al. (2024)で参照されている既存の海洋ごみ調査

や研究に基づき、各技術の TRL を評価した（表 6-1）。 
画像解析技術については、現時点で一般的に使用されている用途（タスク）を表 6-2 に

整理した。なお、本分野は近年研究が加速しており、各技術の成熟度も今後変化していく

可能性があることに留意が必要である。 

 
* TRL は、NASA が開発した、特定の技術の成熟度を評価するために用いられる指標の

一種であり、様々な技術分野に一般的に応用されている。 
 

 
図 4 ごみのモニタリングに使用されるリモートセンシング技術に関する技術成熟度

（TRL）の説明（Aliani et al. 2023）  

TRL
6

TRL
7

TRL
8

TRL
9

関連環境で実
証されている/
アプリケー

ションの記録
が成功してい

る

実環境での運
転/幅広い

フィールドス
タディが行わ
れている

適格な手法が
完成されてい
る/目的に適合

するデータの
入手に成功し

ている

標準プロトコ
ルが施行・適
用されている/
モニタリング
業務に広く使
用されている

開発段階 実用段階

基礎研究

TRL
1

TRL
2

TRL
3

TRL
4

TRL
5

基本原理の
提示

技術コンセプ
トや実現可能
性が証明され

ている

実験室環境・
実験室用モデ
ルで検証され

ている

関連環境での
手法の評価・
実証用モデル
で検証されて

いる

技術コンセプ
トとアプリ

ケーションが
形成されてい

る

応用研究
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表 6-1 各プラットフォームの技術成熟度（TRL） 
 

ドローン 固定カメラ 航空機 衛星 

海岸/ 河岸/湖岸/ 陸域 8 7 7 
TBD  

(To Be Discussed) 

海面/河口 6 
N/A 

 (Not applicable) 
TBD TBD 

河川表層 6 7 N/A TBD 

備考： 

TRL の評価は Kako et al. (2024)で参照されている既存の海洋ごみ調査や研究、その他確認された事例に基づいて行っ

た。 

 
 

表 6-2 タスクと画像解析技術の対応表 

 矩形による物体検出 
セマンティックセグメン

テーション 

ごみの面積評価（体積と質量の推計） 
N/A  

(Not applicable) ++ *1 

ごみの個数の集計 ++ N/A  

ごみの分類 ++ +*2 

備考： 

*1 面積 （Hidaka et al. 2022）と体積 （Kako et al. 2020）を推定するには、単位長さ当たりのピクセル数の情報や技術

による位置情報が必要となる。質量 （Kataoka et al. 2020）を推定するには実際に現地でごみを回収し、単位体積当

たりの質量を求める必要がある。 

*2 人工ごみと自然物の分類は行われているが、現時点ではそれ以上の詳細な分類はできない（Kako et al. 2024）。 
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3.2 現在のモニタリング手法の課題と展望 

3.2.1 リモートセンシング技術のプラットフォーム 

リモートセンシング技術については、図 3-1 に示したとおり、画像解像度と調査可能な

範囲は一般的に反比例する。リモートセンシング技術は手動調査と比較して広範囲のごみ

のデータを入手できるが、画像解像度が低いため手動調査のように詳細なごみの分類は困

難である。その他、リモートセンシング技術の典型的な技術的課題と、これらを踏まえた

将来の展望を表 7 に示す。 

 
表 7 リモートセンシング技術の典型的な技術的課題と将来の展望 

（Kako et al. 2024） 

 典型的な技術的課題 将来の展望 
固定カメラ 固定カメラは画角が限られてお

り、海岸全体を捉えることができ

ない。 

固定カメラとドローンを組み合わ

せ、それぞれごみの量の時間的変

化を得るためのリアルタイム観測

と、量の空間分布を記録するため

の一定間隔でのスナップショット

を撮影することが有効であると考

えられる。 

ドローン ドローンによる測定は、10,000 m2

オーダーの範囲の海岸でも準備開

始から測定完了まで半日程度かか

り、撮影後のデータ処理にも時間

を要する。 

航空機、衛星 RGB カメラなどを使った広範囲な

ごみ測定の手法がまだ確立されて

いない。 

両プラットフォームとも広域を一

括で測定するには非常に優れてい

るので、ドローンでより詳細な測

定を行うとともに、航空機や衛星

を使ってごみが溜まりやすい場所

の精度を評価することも有効であ

ると考えられる。 
 
3.2.2 画像解析 

機械学習とディープラーニングに基づく画像処理技術については、大規模なデータセッ

トを活用して、画像の色や形などの複雑な特徴を検出できるモデルが開発され、より柔軟

なごみの検出が可能となっている。しかしながら、学習データの作成には高いコストがか

かるため、プラットフォームを問わず、これらのデータセットを共有することが不可欠で

ある。また、手作業による方法では、あらゆる大きさの対象物を識別できるが、画像処理

による方法では、ごみの大きさが比較的小さい場合や、障害物がある場合（ごみが他の物

体に隠れるなど）は解析するのが困難である（Kako et al. 2024）。 
 

3.2.3 リモートセンシング技術による総合的なモニタリング 

モニタリングによる定量化の最終的な目標の一つは、陸域のごみが河川を経由してどの

程度海洋に流出しているかなど、ごみの流れを解明することである。そのためには、定量

化の単位を統一する必要があるが、様々なプラットフォームから得られるデータは、GSD

や得られる情報（高度の有無）が異なるため、現状では困難である（Kako et al. 2024）。 

また、利用者が活用可能な技術は、利用者の専門性やリソースに応じて異なる（表 4-1、

4-2参照）。それぞれの技術の特徴やメリット、デメリットを把握したうえで、目的や各利
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用者の状況に合った手法を選択していくことが重要である。各技術の活用範囲や容易に使

用できる者の範囲は技術の発展とともに変化する可能性があることに留意する必要がある。 

 

3.3 ガイドラインの改訂 

本ガイドラインはリモートセンシング技術の発展に伴って、随時更新していく予定であ

る。附属書に関しては、表 3 及び表 6-1 に示したとおり、固定カメラ、航空機、衛星につ

いて今後追加していく予定である。  
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